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【届出の対象とした募集金額】 （第10回新株予約権）

その他の者に対する割当               　     19,761,000円

新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額を合算した金額

848,311,500円

（第11回新株予約権）

その他の者に対する割当                        4,935,000円

新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額を合算した金額

211,852,500円

（注）１．本募集は平成28年11月15日開催の当社取締役会決議に

基づき、新株予約権を発行するためのものでありま

す。

（注）２．新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合

及び新株予約権の割当てを受けた者がその権利を喪失

した場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株予

約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算

した金額は減少します。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券（第10回新株予約権証券及び第11回新株予約権証券）】

(1) 【募集の条件】

発行数

（第10回新株予約権）
2,823個（新株予約権１個につき100株）
（第11回新株予約権）
　705個（新株予約権１個につき100株）

発行価額の総額

（第10回新株予約権）
19,761,000円
（第11回新株予約権）
 4,935,000円

発行価格
新株予約権１個につき7,000円
（新株予約権の目的である株式１株当たり70円）

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 平成28年12月１日

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式会社　企画管理部
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

払込期日 平成28年12月７日

割当日 平成28年12月７日

払込取扱場所
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　新宿中央支店
東京都新宿区西新宿一丁目８番１号

 

（注）１．第10回新株予約権証券及び第11回新株予約権証券（以下、「本新株予約権」という。）は、平成28年11月

15日開催の当社取締役会決議に基づき発行するものであります。

２．本新株予約権の申込は、申込期間内に申込取扱場所に所定の申込書を提出することにより行うものとしま

す。

３．本新株予約権の募集は、第10回新株予約権証券についてはストックオプションを目的として、当社子会社

取締役及び従業員に対して行い、第11回新株予約権証券についてはストックオプションを目的として、当

社子会社顧問に対して行い第三者割当の方法によります。対象となる人員及び内訳は、以下のとおりであ

ります。なお、下記の人数及び個数は上限数を示したものであり、本新株予約権に対する引受けの申込み

状況等により、割当てを受ける人数及び個数は減少することがあります。

種別 対象者 人数 割当新株予約権数

第10回新株予約権証券 当社子会社取締役及び従業員 65名 2,823個

第11回新株予約権証券 当社子会社顧問 １名 705個
 

 ４．本新株予約権の目的となる普通株式に係る振込機関の名称及び住所は以下のとおりです。

 名称：株式会社証券保管振替機構

 住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

①第10回新株予約権証券　

新株予約権の目的とな
る株式の種類

当社普通株式
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ
る。
なお、当社普通株式の単元株式数は、100株である。

新株予約権の目的とな
る株式の数

282,300株
本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当
社普通株式100株とする。
ただし、付与株式数は下記（注）１.の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使時の
払込金額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたり
の払込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、金2,935円とする。
ただし、行使価額は下記（注）２．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価額の総
額

848,311,500円
（注）ただし、新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得
した新株予約権を消却した場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行
使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は減少する。

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格及び
資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格
本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る
各本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株
予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄
記載の対象株式数で除した額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額
は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の
１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額と
する。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資
本準備金の額とする。

新株予約権の行使期間
 
平成32年１月１日から平成64年12月６日までとする。
 

新株予約権の行使請求
の受付場所、取次場所
及び払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所
Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式会社　企画管理部
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

２．新株予約権の行使請求の取次場所
該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　新宿中央支店
東京都新宿区西新宿一丁目８番１号

新株予約権の行使の条
件

１．新株予約権者は、平成29年９月期、平成30年９月期、平成31年９月期及び平成32年９
月期において、当社子会社である株式会社レコフの監査済みの損益計算書における営
業利益が、当該４事業年度の全ての期において200百万円を超過した場合にのみ本新
株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべ
き営業利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役
会にて定めるものとする。

２．新株予約権者は、満57歳の誕生日において、当社または当社関係会社（財務諸表等の
用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に規定する関係会社をいう。）の
取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定
年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

３．新株予約権者が、上記２．を満たした上で、亡くなった場合、相続人は、本新株予約
権の内容に従って、本新株予約権を行使できるものとする。また、満45歳の誕生日に
おいて、当社または当社関係会社において取締役、監査役または従業員であり、かつ
満57歳の誕生日を迎える前に当社または当社関係会社在職中に亡くなった場合は、相
続人は、本新株予約権の内容に従って、本新株予約権を行使できる。本号に定める相
続人以外の相続人は本新株予約権を行使できないものとする。

４．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株
式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな
い。

５．各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

自己新株予約権の取得
の事由及び取得の条件

１．当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約
もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計
画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がな
された場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権
の全部を本新株予約権１個当たりの発行価額に２を乗じた価額で取得することができ
る。

２．新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定
により本新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得
することができる。

新株予約権の譲渡に関
する事項

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事
項

該当事項はありません。
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組織再編成行為に伴う
新株予約権の交付に関
する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式
交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合に
おいて、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会
社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下
の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場
合に限るものとする。
（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」
に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行
為の条件等を勘案のうえ、上記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められ
る行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決定さ
れる当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間
上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力
発生日のうち、いずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行
使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項
上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本
組入額」に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認
を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件
上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件
上記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」に準じて決定する。

 

（注）１．付与株式数の調整

付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株

予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

２．行使価額の調整

本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

３．本新株予約権の行使請求及び払込の方法

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、自己の氏名または

名称及び住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行うための口座（社債、株式等の振替に関

する法律第131条第3項に定める特別口座を除く。）のコードその他必要事項を記載してこれに記名捺印し

たうえ、これを上記表中「新株予約権の行使期間」欄の行使期間中に上記表中「新株予約権の行使請求の
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受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場所」に提出し、かつ、

かかる行使請求の対象となった本新株予約権の数に行使価額を乗じた金額を現金にて上記表中「新株予約

権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求の払込取扱場

所」の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(2) 本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできません。

４．本新株予約権の行使の効力発生時期

本新株予約権の行使の効力は、(1)行使請求に必要な書類が上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場所」に到着し、かつ(2)当該本新株

予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額が上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、取次

場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求の払込取扱場所」の当社の指定する口座に入金さ

れた場合において、当該行使請求書にかかる新株予約権行使請求取次日に発生するものとします。

５．本新株予約権証券の発行及び株券の発行

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券及び行使請求による株券を発行しない。

 

②第11回新株予約権証券　

新株予約権の目的とな
る株式の種類

当社普通株式
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ
る。
なお、当社普通株式の単元株式数は、100株である。

新株予約権の目的とな
る株式の数

70,500株
本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当
社普通株式100株とする。
ただし、付与株式数は下記（注）１.の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使時の
払込金額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたり
の払込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、金2,935円とする。
ただし、行使価額は下記（注）２．の定めにより調整を受けることがある。

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価額の総
額

211,852,500円
（注）ただし、新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得
した新株予約権を消却した場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行
使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は減少する。

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格及び
資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格
本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る
各本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株
予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄
記載の対象株式数で除した額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額
は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の
１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額と
する。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資
本準備金の額とする。

新株予約権の行使期間
 
平成32年１月１日から平成64年12月６日までとする。
 

新株予約権の行使請求
の受付場所、取次場所
及び払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所
Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式会社　企画管理部
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

２．新株予約権の行使請求の取次場所
　　該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所
　　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　新宿中央支店
　　東京都新宿区西新宿一丁目８番１号

新株予約権の行使の条
件

１．新株予約権者は、平成29年９月期、平成30年９月期、平成31年９月期及び平成32年９
月期において、当社子会社である株式会社レコフの監査済みの損益計算書における営
業利益が、当該４事業年度の全ての期において200百万円を超過した場合にのみ本新
株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべ
き営業利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役
会にて定めるものとする。

２．新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に規定する関係会社を
いう。）の取締役、監査役、従業員または顧問であることを要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この
限りではない。

３．新株予約権者が、当社または当社関係会社在職中に亡くなった場合は、相続人は、本
新株予約権の内容に従って、本新株予約権を行使できる。本号に定める相続人以外の
相続人は本新株予約権を行使できないものとする。

４．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株
式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな
い。

５．各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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自己新株予約権の取得
の事由及び取得の条件

１．当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約
もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計
画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がな
された場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権
の全部を本新株予約権１個当たりの発行価額に２を乗じた価額で取得することができ
る。

２．新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定
により本新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得
することができる。

新株予約権の譲渡に関
する事項

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事
項

該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う
新株予約権の交付に関
する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式
交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合に
おいて、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会
社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下
の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場
合に限るものとする。
（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」
に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行
為の条件等を勘案のうえ、上記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められ
る行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決定さ
れる当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間
上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力
発生日のうち、いずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行
使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項
上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本
組入額」に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認
を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件
上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件
上記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」に準じて決定する。

 

（注）１．付与株式数の調整

付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株

予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

２．行使価額の調整

本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

３．本新株予約権の行使請求及び払込の方法

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、自己の氏名または

名称及び住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行うための口座（社債、株式等の振替に関

する法律第131条第3項に定める特別口座を除く。）のコードその他必要事項を記載してこれに記名捺印し

たうえ、これを上記表中「新株予約権の行使期間」欄の行使期間中に上記表中「新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場所」に提出し、かつ、

かかる行使請求の対象となった本新株予約権の数に行使価額を乗じた金額を現金にて上記表中「新株予約

権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求の払込取扱場

所」の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(2) 本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできません。

４．本新株予約権の行使の効力発生時期

本新株予約権の行使の効力は、(1)行使請求に必要な書類が上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場所」に到着し、かつ(2)当該本新株

予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額が上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、取次

場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求の払込取扱場所」の当社の指定する口座に入金さ

れた場合において、当該行使請求書にかかる新株予約権行使請求取次日に発生するものとします。

５．本新株予約権証券の発行及び株券の発行

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券及び行使請求による株券を発行しない。

 
(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,060,164,000 1,500,000 1,058,664,000
 

（注）１．払込金額の総額は、新株予約権の払込金額の総額（24,696,000円）に新株予約権の行使に際して払い込むべ

き金額の合計額（1,035,468,000円）を合算した金額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．本新株予約権の行使期間中に行使が行われない場合または新株予約権の割当てを受けた者がその権利を喪失

した場合、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少いたします。

 
(2) 【手取金の使途】

本新株予約権の募集は、当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を高めることにより、企業価値向上に資するこ

とを目的として付与するものであり、資金調達を目的としておりません。

　また、新株予約権の行使の決定は新株予約権の割当てを受けた者の判断に委ねられるため、本新株予約権の行使

に際して払い込むべき金額は、現時点でその金額及び時期を資金計画に織り込むことは困難であります。従って、

手取金は運転資金に充当する予定でありますが、具体的な金額については、行使による払込みがなされた時点の状

況に応じて決定いたします。

 
第２ 【売出要項】

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

a. 割当予定先の概要

氏名 吉田　允昭

住所 東京都港区

職業の内容 当社子会社顧問
 

 

b. 提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係または取引関係
割当予定先は、当社及び当社子会社と業務委託契約に基
づく取引関係があります。

 

 
c. 割当予定先の選定理由

本新株予約権は、当社グループの業績拡大及び企業価値の増大を目指すに当たり、当社子会社における業績目標

の達成に対する一層の意欲及び指揮を向上させることを目的として発行するものであります。当社は、割当予定先

に対して当社子会社の顧問としての立場から業績目標へのコミットメントを強化することを目的として、本新株予

約権を付与することといたしました。

 
d. 割り当てようとする株式の数

70,500株

 
e. 株券等の保有方針

当社と割当予定先との間において、継続保有の取り決めはございません。

 
f. 払込みに要する資金等の状況

当社は、割当予定先の本新株予約権の発行に係る払込みおよび本新株予約権の権利行使にかかる資金保有に関

し、各割当予定先に対して、権利行使に支障がない旨を口頭により確認をしております。

 
g. 割当予定先の実態

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係、取引、交渉をせず、また、利用しな

いことを基本方針としております。反社会的勢力から不当要求を受けた場合には、組織全体で毅然とした態度で臨

み、反社会的勢力による被害の防止に努めております。

 また、当社は割当予定先に対し、反社会的勢力との一切の取引等の関わりの有無について聞き取り調査を行って

おり、当該割当予定先が反社会的勢力と何らの関係を有していないことを確認しております。

 
２ 【株券等の譲渡制限】

　本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとしております。

 

３ 【発行条件に関する事項】

本新株予約権の発行価額については、当社から独立した第三者評価機関（株式会社プルータス・コンサルティン

グ）が当社の株価及びその変動可能性、割引率、本新株予約権の行使価額及び行使期間その他本新株予約権の内容等

を考慮して一般的な価額算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用いた算定結果等を参考に、当社が公

正な価額と判断した上で、本新株予約権１個当たりの発行価額を7,000円といたしました。

　また、本新株予約権の行使価額については、本新株予約権発行に係る取締役会決議日の前取引日である平成28年11

月14日の東京証券取引所における普通取引の終値2,935円といたしました。当社は、本件新株予約権の特徴や内容、本

件新株予約権の行使価額の水準を勘案の上、本件新株予約権の払込金額は合理的であり、本件新株予約権の発行が有

利発行に該当しないものと判断いたしました。
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４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。

 

５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

総議決権数
に対する所
有議決数の
割合

割当後の
所有株式数
(株)

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合

中村　悟 東京都渋谷区 7,026,200 49.82％ 7,026,200 48.60％

十亀　洋三 東京都港区 1,077,400 7.64％ 1,077,400 7.45％

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８
－１１

874,800 6.20％ 874,800 6.05％

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－１
１－３

725,700 5.15％ 725,700 5.02％

土屋　淳 東京都板橋区 300,000 2.13％ 300,000 2.08％

BBH FOR GRANDEUR PERK
INTERNATIONAL OPPORTUNITIES
FUND
（常任代理人）株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行

1290 BROADWAY STE 1100
DENVER COLORADO
80203560375
（東京都千代田区丸の内
２－７－１）

297,000 2.11％ 297,000 2.05％

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY
（常任代理人）シティバンク
銀行株式会社

388 GREENWICH STREET,
NEW YORK, NY 10013 USA
（東京都新宿区新宿６－
２７－３０）

214,500 1.52％ 214,500 1.48％

中村　陽子 東京都渋谷区 144,000 1.02％ 144,000 1.00％

BBH FOR GRANDEUR PERK
GLOBAL OPPORTUNITIES FUND
（常任代理人）株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行

1290 BROADWAY STE 1100
DENVER COLORADO
80203560375
（東京都千代田区丸の内
２－７－１）

143,000 1.01％ 143,000 0.99％

資産管理サービス信託銀行株
式会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１－８
－１２

136,400 0.97％ 136,400 0.94％

計 ― 14,104,000 100.00％ 14,456,800 100.00％
 

（注）１．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成28年９月30日現在の株主

名簿を基準としています。

２．所有議決権数の割合は、小数点以下第三位を四捨五入しています。

３．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、「割当後の所有議決権数」に係る議決権の数を、

割当前の「総議決権数に対する所有議決権数の割合」の算出に用いた総議決権数に割当予定先の「割当後の

所有株式数」に係る議決権の数を加えた数で除して算出しております。

４．平成28年11月15日付で第９回新株予約権を発行する旨の臨時報告書を提出しておりますが、反映しておりま

せん。

 
６ 【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

　該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

第１【公開買付けの概要】

該当事項はありません。

 
第２【統合財務情報】

該当事項はありません。

 
第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】

該当事項はありません。

 
第三部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】

 

会社の概況及び事業の概況等法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照すること。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第10期（自平成26年10月１日　至平成27年９月30日）

　　平成27年12月21日　関東財務局長に提出

 

２ 【四半期報告書又は半期報告書】

　（１）事業年度　第11期第１四半期（自平成27年10月１日　至平成27年12月31日）

平成28年２月12日　関東財務局長に提出

　（２）事業年度　第11期第２四半期（自平成28年１月１日　至平成28年３月31日）

平成28年５月13日　関東財務局長に提出

　（３）事業年度　第11期第３四半期（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

平成28年８月12日　関東財務局長に提出

 
３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日までに、以下のとおり関東財務局長に提出

（１）金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規

定に基づき平成27年12月21日に関東財務局長に提出

（２）金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び同条

同項第８号の２の規定に基づき平成28年10月25日に関東財務局長に提出

（３）金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規

定に基づき平成28年11月15日に関東財務局長に提出

 

４ 【訂正報告書】

　訂正報告書（上記１の有価証券報告書の訂正報告書）を平成28年１月８日に関東財務局長に提出

 

第２ 【参照書類の補完情報】

　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及びに四半期報告書（以下、「有価証券報告書等」という。）に記

載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以降、本届出書提出日までの間に生じた変更

として、以下の項目および内容の追加がございます。

　　＜企業買収等について＞

　当社は既存のＭ＆Ａ仲介事業の拡大、同事業から派生する金融サービス分野への進出を目的に企業買収等を実施

し、事業規模の拡大を図りたいと考えております。対象企業のデューデリジェンスを実施することで極力リスクを回

避するよう努めておりますが、買収後に不測の債務などが発生した場合や経営環境や事業環境の変化によって当初想
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定した収益貢献及びシナジー効果が十分に得られなかった場合には、のれんの減損処理を行う必要性が生じる等、当

社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、本届出書提出日現在においてもその

判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もございません。

 
第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

　Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式会社　本店

　　（東京都千代田区丸の内一丁目９番１号）

 株式会社東京証券取引所

　　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

 

第五部 【特別情報】

 

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

該当事項はありません。
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